	
令和７年度補正様式2　提案書

フュージョンエネルギー発電実証推進事業補助金
提案書作成にあたって


総括的注意

注１．提案書の作成にあたっては、公募要領を必ず確認してください。提案書の記入内容について注意事項があります。

注２．提案書は、添付書類を含め、全てＡ４サイズとしてください。

注３．提案書の項目は削除しないでください。（ただし、本ページ及び次ページ以降の青字イタリック体で記入されている注意事項は削除してください）

注４．特に注意がない場合は、項目間の行間は、適宜変更してください。

注５．内容は公募要領に記載している「審査の観点」に留意し、具体的・定量的に記載してください。

注６．公募要領に記載のように、本事業における採択時の審査は、事務局内に設置される採択審査委員会において行われます。採択審査は提出書類に基づく書面審査、プレゼンテーション審査により実施します。
各審査工程は非公開で実施します。プレゼンテーション審査においては、本提案書「Ⅱ.産業競争力強化への貢献・実用化に関する内容」に記載いただく経営層のコミットメントについて確認を行うため、提案する企業等の代表権を有する者の参加を求めます。なお、コンソーシアム形式で応募する場合、コンソーシアムに参加する幹事社以外の者についても同様に経営層のコミットメントについて確認を行うため、プレゼンテーション審査への代表権を有する者の参加を求めます。（本事業の経費で仕入れを行い、幹事会社へのリースを想定するリース会社を除く）



（提出にあたって、本ページは削除してください）
[bookmark: _Hlk135781498]

[bookmark: _Hlk137589701]本様式2 提案書においては、「Ⅰ. 間接補助事業の実施内容及び方法」「Ⅱ.産業競争力強化への貢献・実用化に関する内容」の2章立ての構成となっています。「Ⅰ. 間接補助事業の実施内容及び方法」においては本事業で開発を想定しているプロジェクトについてその詳細を記載いただく形となります。「Ⅱ.産業競争力強化への貢献・実用化に関する内容」においては、GX経済移行債を活用した資金の投資要件を満たすものであることを記載いただく形となります。具体的には、産業競争力強化・経済成長と排出削減の両立に貢献することで、将来のフュージョンエネルギー産業における競争力強化・経済成長に資するものであることを記載ください。
　※なお、冒頭のサマリーにおいてはⅠ, Ⅱ双方に係る記載を求めるものとします。

I. 間接補助事業の実施内容及び方法

	1. プロジェクトサマリー

	（1）プロジェクトの背景・目的

	◆背景
プロジェクトを実施する社会的・産業的背景、その必要性や課題感について記載ください。

◆目的
プロジェクトを通じて何を達成するのか、簡潔に記載ください。


	（2）プロジェクトの概要

	上記目的を達成するため、本プロジェクトで開発を掲げる内容とそのマイルストーン、ゴールについて端的に記載ください。


	（3）プロジェクト成果（自社ビジネスへの効果）及び波及効果（プロジェクト成果による産業全体への経済効果等）

	本プロジェクトがどういった効果をもたらすか、サマリーとしてその成果および波及効果について記載ください。
・成果：自社事業における影響を記載ください。
・波及効果：フュージョンエネルギー産業全体としての人的・物質的投資の拡大への貢献の観点から、事業の実施により誘発される自社成長性の向上や良質な雇用の維持・強化、将来自立化した上で期待される他社への受発注や産業全体への投資拡大について記載ください。
記載は具体的な拡大効果（可能な限り定量的な記載を求める）と、その根拠の双方を求めます。（※項目Ⅱ―1「フュージョンエネルギー産業における人的・物質的投資の拡大への貢献と経済波及効果」で記載いただく内容の要点を端的にまとめて記載してください）









	2. フュージョンエネルギー発電実証に向けた取組および技術ロードマップ

	（1）採用するフュージョンエネルギーの方式

	・プロジェクトを通じて目指す2030年代のフュージョンエネルギー発電実証の核融合方式とその定量・定性的な目標について示してください。
・当該方式・目標で発電を目指せることを示してください。
・査読付き論文等の引用とその概要を記載することで科学的根拠を示してください。

※なお、2030年代のフュージョンエネルギー発電実証計画は、QST が提案した第６回フュージョンエネルギーの社会実装に向けた基本的な考え方検討タスクフォースにおける資料 2-2 「「Q-DEMO の概念設計」報告書（概要）」別添１「現状の技術成熟度の評価と個別機器のマイルストーン」（https://www8.cao.go.jp/cstp/fusion/taskforce_social/6kai/siryou2-2.pdf）によって示されたTRL６※1と同等あるいはそれ以上の性能の実証を目指す計画であることを求めるものとします。この際、採用する方式により発電実証に求められる目標値や着目すべき点が異なる場合が考えられます。その場合には、商用化前発電実証、社会実装へと繋がる段階である発電実証の適切な目標（2030年代の発電実証時点でのゴール）を設定し、その科学的・工学的根拠を明確に記載してください。
※1一般的なNASA/ISOにおけるTRL6の定義そのものを指すのではなく、Q-DEMOの概念設計で示された原型炉級システムにおいて発電成立性を含む技術的成立性を実証する段階を指します。
QSTにおけるQ-DEMOの主な仕様は以下となります。
TRL6 原型炉第1期：Q＝10
　　　　　　　　　Pf＝0.5GW
　　　　　　　　　PE～0.01GW
　　　　　　　　　 建設コスト：2兆円程度


以下、記載例（各種項目はイメージのため、編集いただいて問題ございません）
	核融合方式名：
	XXX

	閉じ込め手法：
	磁場閉じ込め / 磁場慣性閉じ込め / 慣性閉じ込め

	対象とする燃料と反応式：
	燃料：
反応式：

	2030年代の発電実証における目標数値
	

	・エネルギー増倍率 (Q値)：
	Q = X

	・連続運転時間：
	XXX 秒/分/時間

	・核融合出力
	XXX MW

	・発電端電気出力：
	XXX MW

	・正味電気出力：
	XXX MW

	・プラズマ性能（プラズマ密度・プラズマ温度・閉じ込め時間などの主要パラメータ）
	三重積：
・密度
・温度
・閉じ込め時間
・規格化ベータ
・閉じ込め改善度　など

	当該方式の原理説明

	XXXX

※安定的に核融合反応を起こし、十分なエネルギー取り出しによる発電を行うシステムが科学的に成立することが合理的に説明可能な内容であること（例えば査読付き論文の引用とその概要の記載を含む）。

	当該方式の他方式に対する優位性

	XXXX



	目標数値・設定に関する根拠

	XXX









	（2）2030年代のフュージョンエネルギー発電実証計画

	・フュージョンエネルギー発電実証の目標、内容とそれを実現するために必要な実施項目について、計画として示してください。
・フュージョンエネルギー発電実証に向けて、全ての機器開発項目（超伝導コイル、ダイバータ、加熱装置、燃料システム、ブランケット、発電システム、遠隔保守、構造材料、放射化物処理、等）、技術開発項目を満たす計画を示してください。なお、発電実証に向けた計画においては自社及び委託・外注先で取り組む内容だけでなく、拠点との連携によって実施を想定する内容も含めてください。計画として漏れの無い、全ての開発項目が揃っている形として示してください。
・フュージョンエネルギー発電実証に向けた課題・ニーズを想定した上で、自社の提供価値とそれを実現するために達成すべき３年後のマイルストーン、中間目標を根拠と共に示してください。具体的な時間軸と定量的な目標についても明確に記載してください。

なお、発電実証計画は下記の要件を満たすものとします。
1 市場性・経済性があると見込まれる発電システムが実現できることについての技術的成立性を示すこと。（他のエネルギーと大きな差がないか、又は下回るコストの発電システムの実現に繋がるものであること。）
2 商用発電プラントの実現に必要となる全ての技術の基本的な知見が体系的に獲得できること。


（以下例、必ずしも下記記載に則る必要はありません。）

・全体ゴール：
フュージョンエネルギー発電に向けた課題については、貴社の考える残された課題について網羅的に記載ください。その上で、自社で現在達成できている水準と、今後の実証に向けた技術開発目標を、対応がわかる形で記載ください。
（必要に応じて列を追加し、他核融合計画における実証を含めて構いません。例：JT60-SAやITERで実証する内容は自社の2030年代のフュージョンエネルギー発電実証では検討しないため、それらの列を設け、全体としてフュージョンエネルギー発電に向けた課題を網羅するような記載とする、等。）
	フュージョンエネルギー発電に向けた課題
（実証項目）
	自社で現在達成できている水準
	2030年代のフュージョンエネルギー発電実証時点でのゴール

	以下例：
	
	

	統合的なプラント稼働
	
	

	燃料増殖
	
	

	核融合プラズマの長時間制御
	
	

	α粒子加熱
	
	

	XXX
	
	




・全体スケジュール：

	（年度）
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	32
	33
	34
	35
	36
	37
	38
	39

	概念設計
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	詳細設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	サイト
選定
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	許可申請
・建設
	
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	

	試運転
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	発電実証
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




・技術開発要素 機器開発項目：

	附番
	機器開発項目
（下記例）
	発電実証に向けた課題
	3年後(本事業終了時)におけるマイルストーン
	3年後以降発電実証までの中間目標
	発電実証時点でのゴール：
目標年
XXXX年
	拠点との連携を要する場合は拠点名(QST,NIFS,ILE)

	機器１
	超伝導コイル
	XXX
	XXX
	2030年：XXX
2035年：XXX
	
	NIFS

	機器２
	ダイバータ熱負荷
	
	―（本事業では扱わない）
	20XX年：XXX
20XX年：XXX
	
	

	機器３
	加熱装置
	
	
	
	
	

	機器４
	燃料システム
	
	
	
	
	ILE

	機器５
	ブランケット/発電システム
	
	
	
	
	QST

	機器６
	遠隔保守
	
	
	
	
	

	機器７
	構造材料
	
	
	
	
	

	機器８
	放射化物処理
	
	
	
	
	



・機器開発項目毎の具体スケジュール：
貴社が開発を発電実証に向けて想定する機器開発項目毎に、その設計～開発～試験～プラントへの納入までのプロセスと技術的なマイルストーンやスケジュールを明記してください。
プロセスは例として記載しているため、それぞれについて必要なプロセスを記載ください。

機器1. 超伝導コイル：
・拠点 (QST, NIFS, ILE) との連携の有無：有の場合は拠点名

・課題設定・マイルストーン設定・中間目標設定・ゴール設定の根拠・理由

・具体の取り組み内容（拠点との連携が「有」の場合は具体の連携内容）


	（年度）
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	32
	33
	34
	35
	36
	37
	38
	39

	概念設計
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	詳細設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開発・
製造
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	

	試験
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	プラントへの納入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



機器２. ダイバータ熱負荷：
・拠点(QST, NIFS, ILE)との連携の有無：有の場合は拠点名

・課題設定・マイルストーン設定・中間目標設定・ゴール設定の根拠・理由

・具体の取り組み内容（拠点との連携が「有」の場合は具体の連携内容）

	（年度）
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	32
	33
	34
	35
	36
	37
	38
	39

	概念設計
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	詳細設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開発・
製造
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	

	試験
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	プラントへの納入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



以下、同様に機器開発項目毎に記載ください。


・技術開発要素 技術開発項目：

	附番
	技術開発項目
（下記は例を記載）
	発電実証に向けた課題
	3年後(本事業終了時)におけるマイルストーン
	3年後以降発電実証までの中間目標
	発電実証時点でのゴール：
目標年
XXXX年
	拠点との連携を要する場合は拠点名(QST,NIFS,ILE)

	技術1
	エネルギー増倍率 (Q値)
	
	XXX
	2030年：XXX
2035年：XXX
	(1)に記載がある場合は、一致させること
	

	技術2
	連続運転時間
	
	―（本事業では扱わない）
	20XX年：XXX
20XX年：XXX
	
	QST

	技術3
	出力
	
	
	
	
	

	技術4
	プラズマ密度
	
	
	
	
	

	技術5
	プラズマ温度
	
	
	
	
	

	技術6
	閉じ込め時間
	
	
	
	
	

	技術7
	統合プラント運転
	
	
	
	
	

	技術8
	燃料増殖
	
	
	
	
	

	技術9
	α粒子加熱
	
	
	
	
	

	技術10
	安全設計
	
	
	
	
	



・技術開発項目毎の具体スケジュール：
貴社が発電実証に向けて開発を想定する技術開発項目毎に、検討の具体プロセスと具体的なマイルストーンやスケジュールを明記してください。
プロセスは例として記載しているため、それぞれについて必要なプロセスを記載ください。

技術1. エネルギー増倍率 (Q値)
発電実証時点でのゴール：XXXXの達成
・拠点(QST, NIFS, ILE)との連携の有無：有の場合は拠点名

・課題設定・マイルストーン設定・中間目標設定・ゴール設定の根拠・理由

・具体の取り組み内容（拠点との連携が「有」の場合は具体の連携内容）

	（年度）
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	32
	33
	34
	35
	36
	37
	38
	39

	XXXX
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	

	実プラントでの実証
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



技術2. 連続運転時間
発電実証時点でのゴール：XXXXの達成
・拠点(QST, NIFS, ILE)との連携の有無：有の場合は拠点名

・課題設定・マイルストーン設定・中間目標設定・ゴール設定の根拠・理由

・具体の取り組み内容（拠点との連携が「有」の場合は具体の連携内容）

	（年度）
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	32
	33
	34
	35
	36
	37
	38
	39

	XXXX
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	

	実プラントでの実証
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



以下、同様に技術開発項目毎に記載ください。


・フュージョンエネルギー発電実証に向けた課題・ニーズおよび自社の提供価値
・フュージョンエネルギー発電実証に向けた課題・ニーズを想定した上で、自社の提供価値について明記してください。
・自社の提供価値の記載にあたっては、以下の要素を盛り込むようにしてください。
＞独自性・新規性・海外も含めた同業他社に対する優位性
＞本事業の成果を高めるための効果的な工夫

（記載例）上述の計画に記載している課題のとおり、XXXXXXが課題となっており、本質的にはXXXXといったニーズが存在する。当社は、XXXXに関する技術を保有しており、XXXXXX


・ニーズ・課題


・自社の提供価値
【概要】

【独自性】

【新規性】

【他社に対する優位性】

【効果的な工夫】



・プラント建設に向けて想定されるコスト
2030年代の発電実証に向けて建設を想定するプラントのコスト（建設費）及びプラント建設に必要な研究開発費用とその内訳と根拠について示してください。




	（3）フュージョンエネルギー発電の社会実装に向けた商用化前発電実証

	2030年代のフュージョンエネルギー発電実証計画の後に行う商用化前発電実証について、現段階のスケジュールと開発要素を記載ください。
なお、商用化前発電実証は下記の要件を満たすものとします。

1 フュージョンエネルギー発電がビジネスとして成立し得ることを、経済的な成立性を前提としつつ、技術的に示すこと（連続運転、耐久性、メンテナンス性、トリチウム増殖を含むトリチウム取扱い技術、廃棄物処分等の商用発電プラントにおいて不可欠となる技術を全て実証し、発電システム全体としての成立性が確認できること）。
2 商用発電プラントの建設及び運用に必要となる技術的知見やノウハウが体系的に獲得できること。

以下、記載例（各種項目はイメージのため、編集いただいて問題ございません）
・目標とする各種数値
	商用化前発電実証における
目標数値
	目標年：20XX年

	・エネルギー増倍率 (Q値)：
	Q = X

	・連続運転時間：
	XXX 秒/分/時間

	・核融合出力：
	XXX MW

	・発電端電気出力：
	XXX MW

	・正味電気出力：
	XXX MW

	・プラズマ性能（プラズマ密度・プラズマ温度・閉じ込め時間などの主要パラメータ）
	三重積：
・密度
・温度
・閉じ込め時間
・規格化ベータ
・閉じ込め改善度　など

	発電コスト
	XXXX円/kWh

	設備利用率
稼働年数
	

	発電コスト内訳
「資本費」
「運転維持費」
「燃料費」
　　　…等
	
建設費、固定資産税、廃棄費用
人件費、修繕費、諸費、業務分担費
燃料費




・全体スケジュール：（商用化前発電実証における計画を記載ください）
	（年度）
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX

	XXXX
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




・機器・技術開発項目
	附番
	開発項目

	2030年代発電実証から商用化前発電実証までの課題
	商用化前発電実証時点でのゴール
	拠点との連携を要する場合は拠点名(QST,NIFS,ILE)

	商用化前技術1
	XXXの開発
	発電コストの低減
	2040年：XXX
2045年：XXX
	

	商用化前技術2
	XXX
	XXX
	XXXX
	ILE



・機器・技術開発項目毎のスケジュール：（商用化前発電実証における計画を記載ください）

附番・開発項目名（開発項目毎に記載ください）
・拠点(QST, NIFS, ILE)との連携の有無：有の場合は拠点名

・課題設定・ゴール設定の根拠・理由

・具体の取り組み内容（拠点との連携が「有」の場合は具体の連携内容）

	（年度）
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX

	XXXX
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	






	（4）フュージョンエネルギー発電の社会実装に向けた計画

	・フュージョンエネルギー発電の社会実装に向けた計画を示してください
・発電実証において掲げる目標と社会実装において必要な水準とのギャップ分析を行い、ギャップを埋めるために必要な将来の技術開発計画について示してください。
・社会実装においては、他の電源と比較して遜色ない発電出力、経済コストの水準を目指すことを念頭に記載してください

以下、記載例（各種項目はイメージのため、編集いただいて問題ございません）
・目標とする各種数値
	社会実装における目標数値
	目標年：20XX年

	・エネルギー増倍率 (Q値)：
	Q = X

	・連続運転時間：
	XXX 秒/分/時間

	・核融合出力：
	XXX MW

	・発電端電気出力：
	XXX MW

	・正味電気出力：
	XXX MW

	・プラズマ性能（プラズマ密度・プラズマ温度・閉じ込め時間などの主要パラメータ）
	三重積：
・密度
・温度
・閉じ込め時間
・規格化ベータ
・閉じ込め改善度　など

	発電コスト
	XXXX円/kWh

	設備利用率
稼働年数
	

	発電コスト内訳
「資本費」
「運転維持費」
「燃料費」
　　　…等
	
建設費、固定資産税、廃棄費用
人件費、修繕費、諸費、業務分担費
燃料費




・全体スケジュール：（発電実証後の社会実装に向けた計画を記載ください）
	（年度）
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX

	XXXX
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




・機器・技術開発項目
	附番
	開発項目

	社会実装に向けた課題
	社会実装時点でのゴール
	拠点との連携を要する場合は拠点名(QST,NIFS,ILE)

	社会実装技術1
	XXXの開発
	発電コストの低減
	2040年：XXX
2045年：XXX
	

	社会実装技術2
	XXX
	XXX
	XXXX
	NIFS



・機器・技術開発項目毎のスケジュール：（発電実証後の社会実装に向けた計画を記載ください）

附番・開発項目名（開発項目毎に記載ください）
・拠点(QST, NIFS, ILE)との連携の有無：有の場合は拠点名

・課題設定・ゴール設定の根拠・理由

・具体の取り組み内容（拠点との連携が「有」の場合は具体の連携内容）

	（年度）
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX
	XX

	XXXX
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	説明を付記

	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	XXXX
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





・フュージョンエネルギー発電の社会実装に向けた課題・ニーズおよび自社の提供価値
・フュージョンエネルギーの社会実装に向けた課題・ニーズを想定した上で、自社の提供価値について明記してください。
・自社の提供価値の記載にあたっては、以下の要素を盛り込むようにしてください。
＞独自性・新規性・海外も含めた同業他社に対する優位性
＞本事業の成果を高めるための効果的な工夫

（記載例）発電実証後に想定される社会実装上の課題は、上述の計画に記載している開発項目のとおり、XXXXXXとなる見込み。当該技術は現在XXXといった状況であり、発電実証までにはXXXXといった状態まで開発を進めるが、依然としてXXXXXといった課題が存在する。当社は、XXXXに関する技術について発電実証を通じて拡張し、XXXXに対してXXXXXといったアプローチで解決を図る。

・ニーズ・課題


・自社の提供価値
【概要】

【独自性】

【新規性】

【他社に対する優位性】

【効果的な工夫】







	3. プロジェクト計画

	（1）プロジェクトの目標

	・本事業で開発するプロジェクト全体の目標について記載ください。





	（2）マイルストーン達成に向けた実施内容 

	・本事業で開発するプロジェクトについて、事業期間終了時点のマイルストーン達成に必要な実施項目毎に、TRLやKPIを設定し、実施項目毎に細分化して記載してください。
・実施項目毎のスケジュールについて、予定と実績、具体的な実施者がわかる形で記載ください。また、事業期間中の中間目標について実施項目毎に明記ください。
・実施項目毎に想定する費用について、明記ください。この時、（4）プロジェクトに必要な経費、資金計画の合計と一致するようにご留意ください。
・記載する実施項目は、2.(2)2030年代のフュージョンエネルギー発電実証計画に記載したものと対応させる形で附番を合わせて記載ください。
・また本事業において、量子科学技術研究開発機構（QST）や核融合科学研究所（NIFS）、大阪大学レーザー科学研究所（ILE）といった拠点との連携を希望される場合は、希望する拠点名と具体的な連携内容について記載ください。
・「実施項目毎に想定する費用」の算定において、拠点と連携して取り組む分の費用は含めないでください（公募要領P4参照のこと）。



	目標達成に
必要な実施項目
	プロジェクト
終了時のゴール
	実施項目毎に想定する費用
※コンポーネント毎の費用の合計と（4）プロジェクトに必要な経費、資金計画の合計と一致するように記載ください
	2026
	2027
	2028

	附番（機器1）　
実施項目A
	
	円
	中間目標(TRL/KPI)とその根拠を記載。
実施内容を記載。
	中間目標(TRL/KPI)とその根拠を記載。
実施内容を記載。
	マイルストーン(TRL/KPI)とその根拠を記載。
実施内容を記載。

	附番（技術1）　
実施項目B
	
	円
	
	
	

	XXX
	
	円
	
	
	









・実施項目毎のスケジュール：
	目標達成に
必要な実施項目
	予定
	実施内容
	FY2026
	FY2027
	FY2028

	附番（機器1）　
実施項目A

実施責任者名：




中間目標/マイルストーン
	開始：
終了：
	XXXX
XXXX
XXXXX
XXXX
	
XXX達成

	
XXX達成

	
XXX達成


	附番（技術1）　
実施項目B

実施責任者名：



中間目標/マイルストーン
	開始：
終了：
	
	
	
	

	・・・
	
	
	
	
	



・機器・技術開発項目毎の詳細計画：（事業期間中に取り組む内容の詳細を記載ください）

附番・開発項目名（開発項目毎に記載ください）
・拠点(QST, NIFS, ILE)との連携の有無：有の場合は拠点名

・具体の取り組み内容（拠点との連携が「有」の場合は具体の連携内容）

・技術的観点で考えられるリスクと対応方針（想定通りの結果が得られなかった場合の代替案など）




	（3）マイルストーン達成において想定される技術以外の課題・リスク

	・マイルストーンの達成において想定される技術以外の課題やリスクを記載ください。また、その対応方針について明記してください。

	マイルストーン達成において想定される技術以外の課題・リスク
	対応方針

	課題Ａ
	

	課題B
	

	・・・
	





	（4）プロジェクトに必要な経費、資金計画

	・本事業で開発するプロジェクト全体の経費について年度毎に記載ください。
・使用しない経費については0円と記載し、全ての項目に数値が入力されていることをご確認ください。
・経費には、拠点と連携して取り組む費用を含めないでください（公募要領P4参照のこと）。

事業実施期間 合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　単位：円
	
	経費項目
	間接補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額（補助対象経費の2/3が上限となります）

	直接経費
	物品費
	設備備品費
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	

	
	人件費・謝金
	人件費
	0円
（使用しない経費については0円と記載ください）
	
	

	
	
	謝金
	
	
	

	
	旅費
	旅費
	
	
	

	
	その他
	外注費
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	
	

	
	
	光熱水費
	
	
	

	
	
	その他
（諸経費）
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託費・共同実施費
	
	
	

	合計
	
	
	




2026年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　単位：円
	
	経費項目
	間接補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額（補助対象経費の2/3が上限となります）

	直接経費
	物品費
	設備備品費
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	

	
	人件費・謝金
	人件費
	0円
（使用しない経費については0円と記載ください）
	
	

	
	
	謝金
	
	
	

	
	旅費
	旅費
	
	
	

	
	その他
	外注費
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	
	

	
	
	光熱水費
	
	
	

	
	
	その他
（諸経費）
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託費・共同実施費
	
	
	

	合計
	
	
	



2027年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　単位：円
	
	経費項目
	間接補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額（補助対象経費の2/3が上限となります）

	直接経費
	物品費
	設備備品費
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	

	
	人件費・謝金
	人件費
	0円
（使用しない経費については0円と記載ください）
	
	

	
	
	謝金
	
	
	

	
	旅費
	旅費
	
	
	

	
	その他
	外注費
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	
	

	
	
	光熱水費
	
	
	

	
	
	その他
（諸経費）
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託費・共同実施費
	
	
	

	合計
	
	
	



2028年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　単位：円
	
	経費項目
	間接補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額（補助対象経費の2/3が上限となります）

	直接経費
	物品費
	設備備品費
	
	
	

	
	
	消耗品費
	
	
	

	
	人件費・謝金
	人件費
	0円
（使用しない経費については0円と記載ください）
	
	

	
	
	謝金
	
	
	

	
	旅費
	旅費
	
	
	

	
	その他
	外注費
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	
	

	
	
	光熱水費
	
	
	

	
	
	その他
（諸経費）
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託費・共同実施費
	
	
	

	合計
	
	
	





・本事業に関する資金計画について年度毎に記載ください。
・想定しない項目については0円と記載し、全ての項目に数値が入力されていることをご確認ください。

事業実施期間 合計額
	間接補助事業に要する経費
	XXX円

	うち補助金充当見込み
	XXX円

	金融機関からの借入予定額
	XXX円

	自己資金充当額
	XXX円

	収入金
	XXX円



2026年度
	間接補助事業に要する経費
	XXX円

	うち補助金充当見込み
	XXX円

	金融機関からの借入予定額
	XXX円

	自己資金充当額
	XXX円

	収入金
	XXX円



2027年度
	間接補助事業に要する経費
	XXX円

	うち補助金充当見込み
	XXX円

	金融機関からの借入予定額
	XXX円

	自己資金充当額
	XXX円

	収入金
	XXX円



2028年度
	間接補助事業に要する経費
	XXX円

	うち補助金充当見込み
	XXX円

	金融機関からの借入予定額
	XXX円

	自己資金充当額
	XXX円

	収入金
	XXX円





	（5）実施者

	・本事業の実施責任者および実施者についてお示しください。

実施責任者：
	氏名
	

	所属・役職
	

	略歴
	

	円滑に遂行するために事業規模等に適した実施責任者であることの説明
	




実施者：（計XX名）
	氏名
	所属・役職
	業務内容・役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	


円滑に遂行するために事業規模等に適した実施体制であることの説明
	・自社の強みやこれまでの実績と、実施者のこれまでの実績等を踏まえて記載下さい。









II. 産業競争力強化への貢献・実用化に関する内容

	1. フュージョンエネルギー産業における人的・物質的投資の拡大への貢献と経済波及効果

	・フュージョンエネルギー産業全体としての人的・物質的投資の拡大に貢献する観点から、事業の実施により誘発される自社成長性の向上や良質な雇用の維持・強化、将来自立化した上で期待される他社への受発注や産業全体への投資拡大について、可能な限り定量的に記載すること。
・記載する領域の表現は適宜変更しても差し支えないが、上記の要素を盛り込むこと。

注：本頁については下記フォーマットを変更せず、そのまま使用すること。
　　適宜補足がある場合は、表の下に文章や図を用いて記載してください。
	領域
	具体的な拡大効果
	計画の根拠

	自社成長性の向上
	
	

	雇用の維持・強化
	
	

	他社への受発注
	
	

	産業全体への
投資拡大
	
	

	他産業への裨益
	
	




	2. 経営層のコミットメント、事業の実施体制の全社における位置づけ

	・経営者以下の体制を外注・委託先含め網羅的に記載ください。部署・会社間の関係についても明記してください。
・外注・委託先についてはどのような機能を有するかまで明記ください。
・提案内容に対して、経営層や事業部門全体として深く関与し、機動的・継続的に経営資源を投入するための組織体制が構築されていることを、経営者等による具体的な施策・活動方針及び経営資源の投入計画から説明してください（記載は一例）。
・なお、公募要領に記載のように、本事業では書面審査（本提案書を含む提出資料による）とプレゼンテーション審査の双方を実施します。プレゼンテーション審査においては、本提案書「Ⅱ.産業競争力強化への貢献・実用化に関する内容」に記載いただく経営層のコミットメントについて確認を行うため、冒頭に代表権を有する方の出席をしていただき、本事業へのコミットメントを表明いただくことを予めご認識おきください。


代表取締役社長
事業にコミットする経営者
XXX部
A部長
XXX部
B部長
チームA
リーダーXX
XXXを担当
チームB
リーダーYY
XXXを担当


チームC
リーダーZZ
XXXを担当
XXX部
C部長
外注先
I社
XXXXを担当
委託先
J社
XXXを担当


・経営者等による具体的な施策・活動方針（下記項目は変えずに記載ください）
· 経営者のリーダーシップ
· 記載例：経営者が、社内外の幅広いステークホルダーに対して、当該事業の重要性をメッセージとして発信するか
· 事業のモニタリング・管理
· 記載例：経営層が定期的に事業進捗を把握するための仕組みを構築しているか、経営層の時間の内どの程度を当該業務に充当するか
· 記載例：事業の進捗を判断するにあたり、社内外から幅広い意見を取り入れるか
· ステークホルダーへの情報発信
· XXX


・経営資源の投入計画（下記項目は変えずに記載ください）
· 全社事業ポートフォリオにおける本事業への人材・設備・資金の投入方針
· 記載例：中長期的な企業価値向上に向けた事業ポートフォリオの中で、本事業への経営資源配分をどのように位置づけ、社としてリリース等で示しているか
· 記載例：どのような人材を採用または配置転換により何名程度確保するか
· 機動的な経営資源投入、実施体制の柔軟性確保
· 記載例：事業の進捗や環境変化を踏まえ、事業体制や手法等の見直し、追加的な資源投入等を行う準備・体制（現場への権限委譲等）があるか
· 記載例：社内や部門内の経営資源に拘らず、目標達成に必要であれば、躊躇なく外部リソースを活用する用意があるか


適宜補足がある場合は、以下に文章や図を用いて記載してください。



	3. 製品・サービス・技術に関する需要家の巻き込み、資本市場から資金を呼び込む計画

	・本間接補助事業を実施した上で、事業を将来自立させるために、想定顧客等の需要家の巻き込みや、自ら資本市場から資金を呼び込むための取組・計画を記載ください。
・セグメント、交渉状況、現在の取組、今後の展開及びそれに向けて工夫するポイントを記載ください。

・サービスに関する需要家の巻き込みに係る検討状況
※交渉状況凡例：○：顧客と交渉済み（契約済み）、△：顧客と交渉中、×：自社内で検討中
	想定顧客
	セグメント
	交渉状況

	現在の取組

	今後の展開


	顧客A
	
	○：状況の詳細を記載ください
	
	

	顧客B
	
	×：
	
	

	
	
	△：
	
	

	
	
	
	
	



・資本市場から資金を呼び込むための取組・計画





	4. オープン・クローズ戦略に係る検討

	・本間接補助事業を実施することで得られる・実装される技術や当該設備により生産される製品の市場での優位性確保に向けて、適切なオープン戦略（標準化等のルール形成、ライセンシング等）及びクローズ戦略（知財・ノウハウ管理等）について、間接補助事業の特徴を踏まえた具体的な計画をお示しください。
計画期間は社会実装までの期間とし、段階的な計画をお示しください。



	目標達成に
必要な実施項目
	予定
	実施内容
	発電実証フェーズ
	商用化前発電実証フェーズ
	社会実装フェーズ

	
	
	
	2026～20XX
	20XX～20XX
	20XX～20XX

	実施内容

実施責任者名：




	開始：
終了：
	XXXX
XXXX
XXXXX
XXXX
	

	

	


	実施内容

実施責任者名：




	開始：
終了：
	
	
	
	







	5. 情報管理体制

	・本間接補助事業を実施することで得られる・実装される技術や当該設備により生産される製品の市場での優位性確保のため、ノウハウ等に関する技術流出防止措置を含む適切な情報管理体制の整備についてお示しください。
その際、下記について示してください。
＞体制図
＞責任者
＞情報セキュリティ上の問題発生を防ぐ工夫


・記載例）情報セキュリティ管理体制図
…当社は、機密情報管理のため、社内および社外の体制構築を実施している…
取締役会
リスク管理委員会
情報セキュリティ統括管理者
情報セキュリティ部門担当者
事業部
事業部
事業部
事業部

監査

また、情報資産を保護する「情報セキュリティマネジメント」を実施するため、『情報セキュリティ管理規程』を策定し社員による遵守を規範化している…
管理規定
目次
A社
情報
セキュリティ
管理規定











	6. 民間企業のみでは投資判断が困難な事業であることに関する説明、投資判断基準と事業実施に補助金が必要である理由

	・投資判断基準と事業実施に補助金が必要となる理由について、下記フォーマットを参考に記載ください。その際、それぞれについて以下の点に留意して記載ください。
· 投資判断指標の比較と算定根拠：設備投資計画が補助を前提としない場合には、投資計画のIRR（internal rate of return：内部収益率）や投資回収期間が投資判断に至る水準には達しないが、補助対象となることでIRR及び投資回収期間が投資判断に至る水準に達する計画であるなど、民間企業のみでは経済性の確保が困難な計画となっていることを示すこと。
· IRR、投資回収期間については、導出過程の概略、前提等を記載すること。詳細についても導出過程の欄に記載すること（Excel等の計算ファイルを追加資料として添付する形でも差し支えない。その場合は本資料内に参照ファイル名、シート名等を明記すること）。
· IRRや投資回収期間以外に、自社の投資判断において重視している基準があれば、その基準について補助がない場合／ある場合の数値を記載すること。
· 数値導出における「事業の範囲」については、各応募者にて合理的な範囲で設定すること。
· 補助金なしで事業実施が困難な理由
· 提案内容が補助を前提としない場合には、経済面や技術面、その他予見性等の観点から事業実施判断に至る水準には達しないが、補助対象となることでそれらのリスクが解消されることの論理的な説明など、補助の前提が必要である根拠を記載すること。

・投資判断指標の比較と算定根拠
	基準項目
	社内の投資基準
	補助がない場合
	補助がある場合

	IRR
（Project IRR、Equity IRRのどちらに該当するか明記すること）
	
	
	

	投資回収期間
	
	
	



【上記数値の導出過程】


【その他の投資判断基準】



・補助金なしで事業実施が困難な理由
	観点
	補助金なしでは事業実施が困難となる理由・リスク

	経済面
	

	技術面
	

	その他 予見性等
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